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環境の変化に伴う影響は，本県においても様々な分野で見られます。原因は，地球温暖化問題に限

定されているわけではありませんが，ライフスタイルや産業など様々な分野への影響が懸念されま

す。そのため，地域環境を保全し，資源やエネルギーの消費抑制や循環的利用の徹底などにより環境

への負荷低減を目指します。

１ 地球温暖化等に伴う事象

⑴ 海水温の上昇

水産技術開発センターが定期客船を利用して観測している黒潮流域，鹿児島湾内，甑海峡の過

去40年間（甑海峡は48年間）の水温の傾向を見ると，全体的に上昇傾向となっています。

そのため，県では，水温等の海況について，モニタリングを継続して実施しています。

⑵ サンゴの白化現象

平成10年及び平成28年の夏に，世界各地の海で，大規模なサンゴの白化現象が確認され，その

要因としてエルニーニョ現象による海水温の上昇が指摘されています。県内においても，奄美群

島等の広い範囲でサンゴの白化現象が確認され，その後も奄美群島等で確認されています。

サンゴはストレスに対して非常に弱く，赤土流出やバクテリアによる感染等も白化現象の原因

とされています。

今後，さらなる原因の究明を行うため，国・研究機関レベルによる詳細な情報収集や分析が望

まれます。

なお，県では，オニヒトデ駆除やモニタリング調査などを通じたサンゴ礁の保全に努めていま

す。

⑶ 水稲の品質低下

近年，西日本を中心に広い地域の水稲について，背白粒や心白粒，乳白粒などの白未熟粒や粒

の充実不足，胴割粒，カメムシ等の虫害による斑点米といった品質低下が多発しています。

本県でも発生している品質低下のうち，背白粒は出穂後約20日間の平均気温が27℃以上になる

と増加し，胴割粒は出穂後10日間の最高気温が32℃以上の条件と刈り遅れで増加することが分か

っており，近年の水稲の品質低下には地球温暖化による気温の上昇が大きく影響しているといわ

れています。

そのため，県では，高温に強い品種や高温期を避けて登熟する品種の育成・導入を進めるなど

品質低下への対応に取り組んでいます。

第 ２ 部

環境の現況及び令和２年度に講じた環境保全施策

第１章 地球を守る脱温暖化への貢献

第１節 温暖化防止に向けた気運の醸成
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２ 地球環境保全活動の推進

平成13年11月から県民，事業者及び行政が一体となって，環境保全に向けた具体的行動を全県的

に展開する「地球環境を守るかごしま県民運動」を推進しています。（図１－１，図１－２）

「地球環境を守るかごしま県民運動」は，事業者団体等約160団体を構成員とする「地球環境を

守るかごしま県民運動推進会議」を推進母体として環境保全活動を展開しており，毎年「地球環境

を守るかごしま県民運動推進大会」を開催しています。

また，環境保全活動として，各家庭や事業所等における電気や燃料の消費，自動車の使用（エコ

ドライブやエコ通勤），ゴミ排出等の具体的な実践活動を呼びかけています。

図１－１ 地球環境を守るかごしま県民運動
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図１－２ エコライフデー
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１ 県地球温暖化対策推進条例及び県地球温暖化対策実行計画

平成20年には，「環境」の中でも喫緊の課題となっている地球温暖化問題について県に対して意

見や提言を行う「県地球温暖化対策懇話会」を設置し，この懇話会の意見も踏まえた「県地球温暖

化対策推進条例」を平成22年３月に制定しました。

平成30年３月には，本県で排出される温室効果ガスの削減対策と気候変動の影響への適応策を総

合的・計画的に推進するため，「県地球温暖化対策実行計画」を改定し，平成30年12月に気候変動

適応法第12条に基づく「地域気候変動適応計画」として位置づけを行いました。（図１－３）

　　 　　　 　

鹿児島県地球温暖化対策推進条例の基本体系図

　　◇県民の健康で文化的な生活の確保

◇県による地球温暖化対策
　　・温室効果ガス排出の抑制に関する取組
　  ・温室効果ガス吸収作用の保全等に関する取組
　　・最新の情報把握及び温暖化対策に効果的な調査研究に
    　関する取組
　　・環境教育・環境学習の推進
　　・カーボンオフセットの仕組みの普及
　
　
　

◇事業活動に係る地球温暖化対策
　◆事業者
　　・環境マネジメントシステムの導入・運用
　　・廃棄物の発生の抑制，再使用・再生利用等
　　・温室効果ガスの排出量の把握
　　(特定事業者等)
　　・温室効果ガスの排出抑制等に係る計画，報告書の
      作成・提出

◇農林水産業に係る地球温暖化対策
　◆農林水産業を営むもの
　　・温室効果ガスの排出の抑制に配慮した生産活動
　◆事業者，県民等
　　・森林の機能に関する理解及び森林の適切な保全・整備
　◆県
　　・森林整備等の推進及び温室効果ガスの吸収量の認証

◇日常生活等に係る地球温暖化対策
　◆県民等
　　・廃棄物の発生の抑制，再使用・再生利用等
　　・地産地消の推進
　  ・環境物品の購入等
　　・温室効果ガスの排出量がより少ない電気機器等の利用
　◆電気機器販売事業者
　　・特定電気機器等への省エネルギー性能の情報表示・説明

　　◇県，事業者及び県民等の責務，取組の方向づけ

　　◇地球温暖化対策の推進

　　　

 

　

◇自動車に係る地球温暖化対策
　◆県民等
　　・公共交通機関等の利用
　　・温室効果ガスの排出量がより少ない自動車の購入
　　・エコドライブ等の推進
  ◆事業者
　　・公共交通機関等の利用
　◆自動車販売業者
　　・新車販売の際の温室効果ガス排出量等の説明
　◆県
　　・公共交通機関等の利用促進

◇再生可能エネルギーの利用による地球温暖化
　 対策
　◆事業者，県民等
　　・再生可能エネルギーの優先的な利用
  ◆県
　　・地域特性に応じた実用化に関する情報収集・提供

　
◇建築物に係る地球温暖化対策
　◆県
　　・建築物温暖化対策指針の策定
　◆特定建築主
　　・温暖化対策のための計画作成・提出
　◆建築物販売事業者等
　　・建築物に係る温暖化対策に関する情報の提供・説明
　

《県》

・地球温暖化対策の推進
市町村，事業者，県民，

環境保全活動団体との
連携 ・協働

《事業者》

・事業活動に伴う
温室効果ガスの
排出抑制等

《県民》

・日常生活におけ
る温室効果ガス
の排出抑制等

《環境保全活動団体》

・環境保全活動にお

ける温室効果ガス
の排出抑制等

報告等
・計画の作成，報告
・報告書の作成，提出

勧告
・未提出の場合等

の勧告

公表

・勧告に従わない場合の公表

◇地球温暖化対策実行計画の策定 ◇地球温暖化対策の実施状況の公表

・温室効果ガスの排出抑制等に積極的に取

り組んでいる者を公表
・地球温暖化対策に積極的に取り組む者を

表彰

連携 ・ 協 働

【目 的】

【取組主体別の責務】

【温暖化対策に係る総合的な計画】

【分野別対策】

【実効性の確保等】【県による公表・表彰等】

◇温室効果ガスの削減目標を地球温暖化対策実行
計画において設定（平成23年３月策定）

【温室効果ガスの削減目標】

◇低炭素社会の先進的な地域づくりの推進
◆県

・屋久島における温暖化対策の積極的な推進

《一時滞在者》
・県が実施する

温暖化対策
への協力

第２節 温室効果ガス排出削減対策の推進
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図１－３ 鹿児島県地球温暖化対策実行計画

2018年度～2030年度（13年間）

適応策の方向性

◆ 既に実施している適応につながる施策については，引き続き実施していくとともに，

必要に応じて検討・見直しを行います。

◆ 既に気候変動の影響が現れているものについては，重大性の観点から順次必要な施策

を検討し，実施していくこととします。

◆ 将来予測影響については，緊急性の観点から今後順次必要な施策を検討していくこと

とします。

◆ 緊急性が低く，重大性が特に大きいとは言えない，又は現段階では評価できない項目

については，再度，気候変動の影響を評価し，必要に応じて適応策を検討することとし

ます。
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⑴ 県地球温暖化対策実行計画に基づく排出状況

県では，「県地球温暖化対策実行計画」に基づき，毎年度，温室効果ガス排出量を推計してい

ます。

平成30（2018）年度の県内の温室効果ガスの総排出量は，11,947千トン-CO₂と推計され，前

年度の排出量と比べると，エネルギー起源二酸化炭素の排出量が減少したことなどから6.7％の

減少となりました。基準年度である平成25（2013）年度と比べると，22.6％減少しています。

（表１－１，図１－４，表１－２）

表１－１ 温室効果ガスの総排出量 （単位：千トン-CO2）

2013年度 2017年度 2018年度

（基準年度）

合 計 [シェア] (基準年度比) (基準年度比) 前年度比

15,430 12,800 11,947
▲ 6.7%

[100.0%] (▲ 17.0%) (▲ 22.6%)

12,791 10,027 9,128
二酸化炭素（ＣＯ２） ▲ 9.0%

[ 82.9%] (▲ 21.6%) (▲ 28.6%)

12,483 9,270 8,815
エネルギー起源 ▲ 9.3%

[ 80.9%] (▲ 22.1%) (▲ 29.4%)

308 308 313
非エネルギー起源 ＋ 1.6%

[ 2.0%] (▲ 0.1%) (＋ 1.5%)

1,168 1,132 1,148
メタン（ＣＨ４） ＋ 1.4%

[ 7.6%] (▲ 3.1%) (▲ 1.7%)

983 973 996
一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） ＋ 2.4%

[ 6.4%] (▲ 1.0%) (＋ 1.3%)

488 667 675
代替フロン等４ガス ＋ 1.1%

[ 3.2%] (＋ 36.7%) (＋ 38.3%)

ハイドロフルオロカーボン類 443 619 649
＋ 4.8%

（ＨＦＣｓ） [ 2.9%] (＋ 39.8%) (＋ 46.4%)

パーフルオロカーボン類 15 22 17
▲25.3%

（ＰＦＣｓ） [ 0.1%] (＋ 49.5%) (＋ 11.7%)

六ふっ化硫黄 29 25 8
▲66.4%

（ＳＦ６） [ 0.2%] (▲ 14.9%) (▲ 71.4%)

三ふっ化窒素 1 1 1
＋15.1%

（ＮＦ３） [0.005%] (▲ 18.6%) (▲ 6.3%)

森林吸収量 － 2,015 1,989 ▲ 1.3%

10,785 9,958
森林吸収量を含む排出量 15,430 ▲ 7.7%

(▲ 30.1%) (▲ 35.5%)

※ 令和２年12月に公表された「都道府県別エネルギー消費統計」において，推計方法の変更により，過年度に

遡って数値が改められたことから，過年度に遡って再計算しています。

このことから，基準年度（2013（平成25）年度）の排出量は，県地球温暖化対策実行計画の基準年度の排出

量と数値が異なります。
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図１－４ 温室効果ガスの総排出量

⑵ 排出量削減対策

ア 運輸部門における対策の推進

本県の二酸化炭素排出量の約４割を占める運輸部門における排出量削減対策として，通勤手

段を可能な限りマイカーから公共交通機関等へ転換する「エコ通勤」の取組を進めており，そ

の一環として「エコ通勤割引パス」の発行を行っています。平成20年度には，関係市，運輸事

業者及び経済団体で構成する「鹿児島都市圏地球温暖化防止交通対策協議会」を設立し，関係

機関が連携した取組に努めています。

また，運輸部門の対策を強化するため，電気自動車等の普及に向けた充電インフラ整備を促

進しています。

イ 森林吸収減対策の推進

平成23年７月から，事業者等が自ら削減できない二酸化炭素排出量について，その全部又は

一部を森林整備による吸収量で埋め合わせを行うカーボン・オフセットの取組を推進する「か

表１－２ エネルギー起源二酸化炭素の総排出量 （単位：千トン-CO2）

2013年度 2017年度 2018年度

（基準年度）

合 計 [シェア] (基準年度比) (基準年度比) 前年度比

12,483 9,720 8,815
▲ 9.3%

[100.0%] (▲ 22.1%) (▲ 29.4%)

産業部門 2,407 1,707 1,484
▲13.0%

(工場・農林水産業・建設鉱業) [ 19.3%] (▲ 29.1%) (▲ 38.3%)

業務その他部門 3,262 2,127 1,854
▲12.8%

(商業・サービス・事業所等) [ 26.1%] (▲ 34.8%) (▲ 43.2%)

1,866 1,410 1,167
家庭部門 ▲17.2%

[ 15.0%] (▲ 24.5%) (▲ 37.4%)

運輸部門 4,546 4,276 4,173
▲ 2.4%

(自動車・鉄道・船舶等) [ 36.4%] (▲ 5.9%) (▲ 8.2%)

エネルギー転換部門 401 199 136
▲31.9%

(発電所等) [ 3.2%] (▲ 50.3%) (▲ 66.1%)
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ごしまエコファンド制度」により，事業者等の自発的な温室効果ガスの排出削減の取組を促進

しています。

ウ 省エネルギー対策の推進

(ｱ) 本県の取組状況

本県では，「県地球温暖化対策推進条例」において，特定事業者に抑制計画の策定，毎年

度の排出量報告を義務付けており，温室効果ガス排出抑制の側面から省エネ等の取組を求め

ています。

また，「県地球温暖化対策実行計画」において，本県における地球温暖化防止のための総

合的な対策として，県民，事業者及び行政がそれぞれの立場で積極的に省エネルギー等の地

球温暖化防止の取組を進めるため，各種施策を推進しています。

その中で，県民や事業者，行政が一体となって環境保全に向けて具体的な実践活動に取り

組む「地球環境を守るかごしま県民運動」において，電気・水・燃料の削減のための重点行

動項目を定め，各家庭や事業所等における実践活動の促進や，身近にできる省エネルギーの

取組を推進しました。

また，県自らの省エネルギー対策として，「県庁環境保全率先実行計画」に基づき冷暖房

温度の管理や消灯の励行などの節電，日常的な節水，低公害車の導入等を実施し，上水道・

電気・燃料の使用量削減に取り組んでいます。

(ｲ) 環境共生住宅の促進

環境共生住宅とは，地球環境問題や資源・エネルギー問題，住宅の質や居住環境の問題と

いった今日の住宅を巡る様々な状況に対処するために生み出された「住宅とその居住環境」

に関する思想と手法の体系です。

本県においては，極めて多様で変化に富んだ地形と自然環境が特徴となっていることか

ら，地球環境や資源・エネルギー消費の在り方等に加え，多様で良好な自然環境を保全・活

用しながら，快適な生活環境の実現に向けた環境共生住宅の在り方を検討し，『かごしま環

境共生住宅ガイドブック』を平成14年３月に作成しています。これを県のホームページで紹

介することにより，広く情報の提供を行い，環境共生住宅の普及・促進に努めています。

２ 再生可能エネルギー導入ビジョン2018（再生可能エネルギーの導入促進）

平成30年３月には，「再生可能エネルギー導入ビジョン2018」を策定し，本県の地域特性を生か

した再生可能エネルギーの導入促進を図っているところです。（平成14年３月～平成26年３月まで

は「県新エネルギー導入ビジョン」，平成26年４月～平成30年２月までは「県再生可能エネルギー

導入ビジョン」において導入促進）（図１－５）
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図１－５ 再生可能エネルギー導入ビジョン2018

⑴ 本県の取組状況

平成30年３月に策定した「再生可能エネルギー導入ビジョン2018」に基づき，再生可能エネル

ギー設備の導入推進のための条件整備を行うとともに，再生可能エネルギーに関するイベントや

導入のためのセミナーの開催等，県民や事業者等に対し，様々な媒体や機会を通じて，普及啓発

活動を推進しています。
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⑵ 本県における再生可能エネルギー導入状況

本県は，森林，畜産，温泉や広大な海域等，多様で豊かな資源に恵まれており，太陽光発電や

風力発電のほか，地熱発電やバイオマス発電など，多様な再生可能エネルギーの導入が進んでい

ます。（表１－３）

また，黒潮を利用した海流発電など，新たな発電方法の開発も進められています。

３ 鹿児島県庁環境保全率先実行計画

平成31年３月には，県自らも地域における事業者・消費者として，事務事業における温室効果ガ

スの排出抑制等を図るため，「県庁環境保全率先実行計画」を改定し，電気や水等の省エネルギー

・省資源や廃棄物の減量化等に取り組むことにより，公共事業を含む全ての事務事業に伴う環境負

荷の継続的な低減に努めています。（図１－６）

表１－３ 本県の主な再生可能エネルギー導入状況及び県内の設置事例
導入状況 導入目標 設置事例

区 分
(R２年度末時点) (2022(R４)年度) （設置場所，規模）

太陽光発電 2,225,174kW 2,970,000kW 民間太陽光発電施設

（鹿児島市，70,000kW）

風力発電 270,989kW 371,000kW 民間風力発電施設

（長島町，2,400kW×21基）

民間風力発電施設

（薩摩川内市，2,300kW×12基）

小水力発電 12,813kW 25,890kW 民間小水力発電施設

（肝付町，995kW）

県小水力発電施設

（南九州市，375kW）

地熱発電 6,820kW 10,900kW 民間地熱バイナリー発電施設

（バイナリー） （指宿市，1,580kW）

バイオマス発電 141,285kW 228,000kW 民間バイオマス発電施設

（鹿児島市，49,000kW）

バイオマス熱利用 100,996kL 168,000kL 市木質バイオマス熱利用施設

（原油換算） （鹿屋市，175kL）

バイオマス燃料製造 112kL 500kL 民間バイオマス燃料製造施設

（鹿児島市，24kL）
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図１－６ 鹿児島県庁環境保全率先実行計画

○ 温室効果ガス削減目標
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○ 目標達成に向けた取組

⑴ 県庁環境保全率先実行計画に基づく削減状況等

令和元（2019）年度の県内の温室効果ガス排出量は，41,860トン-CO₂と推計され，基準年度

である2013（平成25）年度と比べると，34.2％減少しています。（表１－４）

平成31年３月まで本庁舎のみで実施していた「環境マネジメントシステム」については，見直

しを行い，全ての庁舎が主体的に年度目標を設定し，電気使用量，コピー用紙使用量などのオフ

ィス活動に取り組んでいます。（平成31年３月環境保全率先実行計画実施要領策定）（表１－

５）
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⑵ 県環境物品等調達方針

グリーン購入法に基づく「県環境物品等調達方針」を毎年度策定し，同方針に基づき環境物品

の調達を推進しています。（表１－６）

表１－６ 県環境物品等調達方針に基づく調達状況（令和２年度）

分 野 調達推進品目数 環境物品調達目標 環境物品調達割合

紙類 7 100％ 99.9％

納入印刷物 1 100％ 99.7％

文具類 83 100％ 98.6％

オフィス家具等 10 100％ 96.0％

画像機器等 8 100％ 96.9％

電子計算機等 4 100％ 95.1％

オフィス機器等 5 100％ 98.8％

移動電話等 3 100％ 100.0％

家電製品 6 100％ 98.6％

エアコンディショナー等 3 100％ 95.9％

温水器等 4 100％ 95.0％

照明 4 100％ 94.5％

自動車 4 100％ 90.6％

消火器 1 100％ 96.9％

制服・作業服 4 100％ 61.5％

インテリア・寝装寝具 11 100％ 97.2％

作業手袋 1 100％ 97.9％

その他繊維製品 7 100％ 88.6％

設備 4 100％ 100.0％

災害備蓄用品 15 100％ 100.0％

役務 14 100％ 98.0％

ごみ袋等 1 100％ 48.3％

表１－４ 令和元（2019）年度温室効果ガス等削減状況
2013年度 2030年度（目標年度） 2019年度

項 目
(基準年度) 削減量 2013年度比 実 績 2013年度比

温室効果ガス排出量（ﾄﾝ-CO2） 63,604 43,843 ▲19,761 ▲31.1％ 41,860 ▲34.2％

二酸化炭素排出量（ﾄﾝ-CO2） 60,076 40,423 ▲19,653 ▲32.7％ 40,176 ▲33.1％

エネルギー消費量（GJ） 479,589 466,820 ▲2.7％

※ 温室効果ガスの算定に必要な電気事業者ごとの排出係数等の公表が，翌年度の12月となるため，実績確定は

２年後となる。

表１－５ 令和２（2020）年度項目別削減状況（実績）
2013年度 2030年度（目標年度） 2020年度

項 目 2017年度
(基準年度) 2017年度比 実 績 2017年度比

電気(千Kwh) 78,343 82,152 79,060 ▲3.8％ 77,298 ▲5.9％

エネルギー 公用車燃料(kL) 1,086 1,013 856 ▲15.5％ 779 ▲23.1％

関 連 項 目 その他燃料・液体(kL) 2,608 2,371 2,371 0.0％ 2,402 1.3％

その他燃料・気体(千㎥) 1,106 1,104 1,028 ▲6.9％ 1,103 ▲0.1％

コピー用紙使用枚数(枚) 150,211,127 179,792,921 158,217,770 ▲12.0％ 174,207,989 ▲3.1％

省資源関連 上水使用量(㎥) 1,101 984 866 ▲12.0％ 848 ▲13.8％

項 目 廃棄物総量(本庁のみ) 429,929 433,123 381,148 ▲12.0％ 379,760 12.3％

リサイクル率(％) 79.2 81.3 82.0 - 83.8％ -
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森林は，二酸化炭素の吸収や，再生可能で炭素の貯蔵機能等を有する木材の生産を通じ，地球温暖

化の防止に向けた「脱炭素社会」の実現に重要な役割を担っているほか，水源の涵養や山地災害の防
か ん

止，保健休養の場の提供など公益的機能を有し，県民生活に深く結び付いており，森林の多面的機能

を持続的に発揮し，将来にわたって県民が恩恵を享受するためには，適正な森林整備・保全を推進

し，森林資源を適切に管理することにより，多様で健全な森林づくりを進める必要があります。

１ 森林による二酸化炭素吸収源対策の推進

⑴ 間伐や人工造林等の実施

森林による二酸化炭素の吸収・固定機能の維持・増進に資するため，間伐（2,820ha）や人工

造林（783ha）等の森林整備を実施しました。

⑵ 木材の利用

かごしま木の家づくりや公共施設の木造化・木質化を推進するなど，県産材の利用を促進しま

した。

⑶ かごしまＣＯ２吸収量等認証制度

平成23年１月に創設した「かごしまＣＯ２吸収量等認証制度」により，企業等が自ら行う森林

整備活動に伴うＣＯ２吸収量等を認証し，企業や団体等における地球温暖化対策の取組を促進し

ています。

・かごしまＣＯ２吸収量の認証 ４件（ 140トン-CO２）（令和２年度）

・木質バイオマスによるＣＯ２排出削減量の認証 ８件（3,681トン-CO２）（令和２年度）

・かごしま材の利用によるＣＯ２固定量の認証 74件（1,051トン-CO２）（令和２年度）

２ 多様で健全な森林づくりの推進

⑴ 森林整備の実施

多様で健全な森林づくりを推進するため，立地条件や地域特性を踏まえ長伐期林等へ誘導する

施業を実施するとともに，森林資源の充実や森林の公益的機能の高度発揮を図るため，人工造林

や下刈（2,306ha）等を実施しました。

⑵ 環境を育む企業の森林（もり）づくり事業

森林（もり）づくりへの参画を希望する企業に対し，企画・立案等の助言・指導を実施しまし

た。

⑶ 環境の森林（もり）

「環境の森林（もり）」については，自然環

境や公益的機能に配慮し，長伐期施業等計画的

な森林の整備・管理を推進しています。

また，その特徴を生かし，森林ボランティア

活動を活用した県民参加型の森林づくりを推進

しています。（表１－10）

第３節 森林の整備・保全の推進

表１－10 「環境の森林(もり)」面積

（令和２年度末現在）
流域名 箇所 面積(ha)

甲 突 川 流 域 13 133

川 内 川 流 域 6 71

万 之 瀬 川 流 域 1 12

天 降 川 流 域 3 23

別 府 川 流 域 2 25

菱 田 川 流 域 1 11

大 淀 川 流 域 1 6

離 島 1 356

計 28 637

※ 環境の森林…水源涵養及び山地災害防止機能の高度発揮
か ん

が求められる森林のうち，管理不十分な森林について，そ

の適正な整備・管理を図るため，県有化した森林



- 27 -

⑷ 保安林

ア 保安林の充実

県民の生活環境や水資源の確保を図る

ため，特に重要な役割を果たしている森

林については，水源かん養保安林等への

保安林指定を行っています。

本県においては，地域森林計画に基づ

き，重要な水源林や山地災害危険地区を

中心に，令和２年度末で民有林の14.3

％，62,806haを保安林に指定していま

す。（表１－11）

イ 保安林の整備

自然災害等によって機能が低下した保

安林については，その機能の早期回復を

図るため，治山事業を積極的に導入して

います。（表１－12）

⑸ 松くい虫被害や野生鳥獣による農林業被害の防止

松くい虫被害を防止するため，薬剤の空中散布（742ha），地上散布（137ha），伐倒駆除等

（580㎥）を実施しました。

また，野生鳥獣による農林業被害を防止するため，有害鳥獣捕獲等を促進しました。

表１－11 保安林指定実績（令和２年度）
保安林の種類 指定実績(ha)

水 源 か ん 養 保 安 林 47

そ の 他 保 安 林 59

計 106

表１－12 治山事業実績（令和２年度末現在）
施工実績

事 業 名
箇所数 面積(ha)

山 地 治 山 60 6.25

山地災害総合減災対策治山 - -

防 災 林 整 備 8 1.56

水 源 地 域 等 保 安 林 整 備 5 3.48

計 73 11.29


